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第２次リー・シェンロン内閣始動へ

なかむら

中村 みゆき

概 況

２００４年８月にゴー・チョクトン第２代首相の指名により政権を引き継いでいた

リー・シェンロン首相は，５月６日の総選挙において圧倒的勝利を収めたことで，

初めて国民の信任を踏まえた政権を実現した。政権交代後の内閣改造において，

既にリー首相と同世代の閣僚が内閣に参加し世代交代が行われていたが，第２次

リー内閣もその路線を引き継いで若干の新旧入れ替えが行われた。また新内閣で

は，シンガポールの将来を見据えて，教育，外交，青少年問題の強化を図る布陣

となった。同時に総選挙は，従来と同様に野党の立候補擁立を困難にする手段が

採られて実施されたことも見逃せない。

経済は，前年からの景気回復が２００６年まで持続した。リー首相は前年末に，２００６

年の経済成長率を３～５％と見込んでいたが，実際には予測を遥かに上回る７．９％

であった。特に，バイオメディカル（製薬）やエレクトロニクス産業等の製造業部

門の著しい伸長が実質GDPを押し上げる役割を担った。財政が大幅な経常黒字

を生み出したことから，２００６年税制改正において，全国民にその成果を現金で分

配する政策であるプログレス・パッケージ（Providing Opportunities through

Growth，Remaking Singapore for Success，Progress Package）が打ち出された。

一方で，政府は経済成長を脅かす可能性がある問題として，急速に進んでいる少

子化による人口減少を懸念している。２００４年より少子化対策を重要政策と位置づ

け実施してきたが，成果が思うようにあがらないため，海外からの移住を推奨す

る政策を打ち出した。

対外関係では，リー首相は就任後初めて中東を歴訪し，FTAの締結準備やビ

ジネスの相互交流推進を行うなど，中東経済（オイルマネー）に積極的に働きかけ，

新たなビジネス・パートナーとしての関係強化に乗り出した。従来から対立的関

係にあったマレーシアとは，両国首相が相互協力の重要性を認識しているものの，

未だ多くの問題が残されている。
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国 内 政 治

総選挙と第２次内閣の始動

２００６年５月６日，国会総選挙が行われた。今回の選挙戦を戦うリー首相は

リー・クワン・ユー顧問相（初代首相）の長男であり，１９８３年に政界入りした当時

から次期首相と目され，１９９０年のゴー・チョクトン政権成立の際には副首相に就

任している。１４年にわたる在任期間を経て，ゴー前首相は２００１年総選挙が自分の

指導する最後の選挙であることを公言し，候補者に若手数名を登用した。また２００３

年の改造人事では若手政治家４人を閣僚・閣僚代理に起用するなどして若返りを

図り，後継者に次期政権を渡すべく準備を整えていた。同時にゴー首相は後継者

としてリー首相（当時，副首相）を指名して，翌２００４年８月に辞任したことから，

リー新首相が誕生した（兼財務相，金融庁［MAS］長官）。このように今回の総選

挙は，２００４年に指名により首相に就任したリー首相にとって初の信任選挙であり，

多くの注目を集めていた。

シンガポールの選挙制度は，１９８８年に導入されたグループ代表選挙区制

（GRC）とそれ以前からの制度である小選挙区制から成り立っている。立候補者

届け出日の４月２７日，人民行動党（PAP）は対立候補の届け出がなかった７つの

グループ選挙区（GRC）において，計３７議席を無投票で獲得した。これによって

選挙は，実質的にそれ以外の７つのGRCと小選挙区９カ所で，残りの４７議席を

争うこととなった。

投票の結果は，PAPが４５議席を獲得し圧勝した。PAPの最終獲得議席数は，

無投票議席を合わせると全８４議席中８２

議席となった。１６の選挙区の有権者数

は１２２万２８８４人，投票人数は１１４万９６６８

人，投票率９４．０１％，PAPの獲得票率

は６６．６％であった。一方の野党は，労

働者党（WP）のロウ・ティアキエン議

員と民主連盟（SDA）のチャム・シー

トン議員の２人の現職が前回の投票率

を上回る健闘を見せ，再選を果たして

いる。しかしながら，従来の選挙区制
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に代わり，華人以外の民族を１人以上含めた３～６人ほどの候補者をひとつのグ

ループとして立候補させるというGRC方式が増加していることから，野党に

とっては有能な候補者を集めること自体が困難となり，議席の確保さえ難しく

なってきている。今回の選挙戦においても，野党は７つのGRCで候補を立てる

ことができず，PAPは選挙戦を経ずして３７議席を獲得した。野党が勝利できた

のはいずれも１人区であり，政府与党による国会議席の９８％の獲得は当然の帰結

であったといえよう。しかし形式的には，リー首相は議席を過半数獲得し国民の

信任を得たうえで第２次リー内閣を発足させることとなった。

リー・シェンロン新内閣の改造人事

総選挙後，リー首相は内閣改造人事を５月２２日に発表した。３０日に大統領官邸

において宣誓式が執り行われ，第２次リー内閣が正式に発足した。閣僚は１８人，

上級国務相・国務相１２人，上級政務次官・政務次官５人の構成である。今回の人

事の特徴は，政権のなかでは第２世代と呼ばれたヨー・チュートン運輸相やチャ

ン・ソーセン国務相（教育・通産担当）の他，上級政務次官・政務次官３人が退任

したことである。一方で，今回の総選挙で初当選した新人５人が国務相，政務次

官に任命されているのは注目できる。全体的に見て，大臣（閣僚）の大幅な交代は

なかったが，先のゴー首相の時代から内閣を支えてきた世代の政治家たちが退任

するか，もしくは退任の時期が近いことが明らかとなり，第３世代を中心に内閣

の若返りを図る人事であったといえる。リー首相によれば，教育，外交，青年問

題への取り組みを強化するための組閣であるという。

今回，閣僚として唯一退任したヨー氏の後任として就任したのは，レイモン

ド・リム前総理府相であり，同時に第２外務相を兼任し，第２財務相兼務からは

外れることになった。リム運輸相は政治家になる以前，DBS証券の CEOや

ABN AMROアジア証券グループのチーフエコノミストとして金融業界でキャ

リアを積んできた。またヨー前運輸相と同世代の政治家であるリー・ブンヤン情

報・通信・芸術相とリム・ブンヘン総理府相は任期付きの就任となった。リー情

報・通信・芸術相は，１９８５年に内閣入りして以来，通産，国家開発省などの大臣

を歴任し，２００４年から現職に就いていた。今回の総選挙の前に閣僚退任の意思を

リー首相に伝えていたといわれる。またリム総理府相は１９９３年以来務めてきた全

国労働会議（NTUC）の事務局長のポストをリム・スイセイ総理府相に委譲した後

に，閣僚を退任する予定となっている。
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その他に異動した閣僚は次の２人である。ターマン・シャンムガラトナム教育

相は留任し，新たに第２財務相も兼任する。同時にそれまで兼任してきたMAS

副長官ポストをリム・フンキャンに委譲したが，その役員としては留まることに

なった。同教育相は，２００１年に政治家に転身する以前は，MASや GIC（政府投

資会社）の取締役として金融分野でキャリアを積んでいる。その後，２００１年に

ジュロンGRC評議会メンバー，２００２年に PAP中央執行委員に任命された。２００４

年の再選後は，党の財務部次長にも任命されている。初入閣は，通産省の副大臣

としてであったが，２００３年に教育省に異動し，２００４年から教育相に任命され現在

に至っている。金融分野における長年の経歴，とくにアジア通貨危機からの金融

分野再建の指導と，当時MAS長官を兼任していたリー首相との恊働関係が注目

され，財務相となることが早くから期待されてきた人物である。また，ビビア

ン・バラクリシュナン社会開発・青少年・スポーツ相は，第２情報・通信・芸術

相を兼任し，第２通産相から外れることとなった。ビビアン大臣は，国立眼科セ

ンターのコンサルタントやシンガポール総合病院のCEOなどを歴任してきた人

物で，２００１年総選挙で初当選した。翌年には，国務相（国家開発担当），２００３年に

国務相（貿易・企業担当），２００５年には社会開発・青少年・スポーツ相兼第２通産

相に任命されている。

国務相レベルでは，バラジ・サダシバン上級国務相（情報通信・芸術兼保健担

当）が上級国務相（情報通信・芸術兼任外務担当）に異動した。ヘン・チーハウ国

務相（国家開発担当）は国務相（保健担当）に異動し，引き続き中央シンガポール地

区開発評議会（CDC）議長に留任する。また北東CDC議長兼任のザイヌル・ア

ビィディン・ラシードが上級国務相（外務担当），クー・ツァイキーが国務相（国

防担当）に昇格した。

閣僚以外では，新たに新人議員５人が加わった。国務相は，グレース・フー国

務相（国家開発担当），リー・イーシャン国務相（通産担当），ルイ・トゥックヨー

国務相（教育担当）である。また，マサゴス・ズルキフリ議員が上級政務次官（教

育担当），テオ・サールック議員が政務次官（社会開発・スポーツ担当）に任命さ

れた。

人口問題

シンガポールの合計特殊出生率（TFR）は１９７６年から下がり続け，２００４年には

１．２４にまで低下した。政府は経済競争力の低下を懸念して，２００４年から少子化対
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策を重要政策のひとつに掲げ，出産に奨励金を出すなどの施策を実施してきた。

その結果，新生児の出生数は，２００４年の３万５１３５人から２００５年には３万５５２８

人，２００６年の半月で１万７３１４人（２００５年同期で１万７０７５人）とわずかではあるが上

昇してきている。しかしながら，この数値は政府にとって満足できるものではな

く，２０３０年には５人に１人が６５歳以上の高齢社会となり，経済活力を失うとの危

機感を示している。リー首相は８月２０日，独立記念日の祝賀演説において経済活

力を維持するためには現在の出生数に加え，さらに年間１万４０００人の出生数が必

要であると強調した。

また，ウォン・カンセン副首相は８月１６日，人口問題について政府が積極的に

関わっていくこと，特に，盧結婚と親になることの奨励，盪海外のシンガポール

人の雇用と結束，蘯働き，生活し，移住する外国人の持続的誘致の３つの人材戦

略を採ることに言及した。シンガポールは，従来，人的資源を補う政策のひとつ

として，技術・高技能を持つ人材を誘致する政策を採ってきた。特に今回の少子

化対策では，一歩踏み込んで，海外からの移民奨励政策が重視された。移住基準

の緩和実施以後，永住権をもつ人口流入が増加傾向にある。また在留外国人も増

加しており，統計局によると，６月末時点で８７万５５００人になり前年から９．７％増

加した。在留外国人の増加の要因は景気拡大による外資進出によると考えられる

が，今回の施策の結果として永住権を持つ外国人居住者の増加が予想され，総人

口で１０人のうち３人が永住・在留者になると見られている。

経 済

好調を続ける経済

２００５年の実質経済成長率（GDP成長率）は，下半期のエレクトロニクスやバイ

オメディカル（製薬）分野など製造業が推進力となり，６．４％になった。この好調

な経済成長を受けて政府機関がたてた２００６年経済予測は，原油価格の高騰，テロ

の脅威というリスク要因を挙げる一方で，IT需要の改善や先進諸国の堅調な経

済成長を背景にした外需主導の経済成長と雇用拡大による民間消費の活発化など

内需の拡大により３～５％の成長が確保できる，というものであった。この政府

見解に対し，いくつかの民間研究機関は５．５～７％の経済成長を見込めるとした。

２００６年に入って，製造業とサービス業の好調な伸びがGDP成長率を押し上げる

要因となり，経済成長の拡大傾向は続いた。上半期が終わり，独立記念日祝賀演
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説においてリー首相は，過去数年に雇用調整などの経済構造改革を推し進めた結

果，以前より強いシンガポールになったこと，また労働者の職業訓練や技能開発

が功を奏し，８万１５００人という過去数十年で最高の雇用を生み出していることに

触れ，経済が順調に伸びていることを強調した。また通産省（MTI）やMASなど

の政府機関が，そろって通年の経済成長予測を６．５～７．５％に上方修正した。年度

末の新年祝賀演説で，リー首相は，新規雇用が年初から９カ月間で１２万４０００に達

したこと，経済開発庁（EDB）が８８億 S訐の海外からの固定資産投資を誘致したこ

となどに触れ，予想を超える高い経済成長であったことを表明した。MTI の季

節調整済み確定値によると，２００６年の経済成長率は７．９％となった。

全産業の四半期成長率は，第１四半期が１０．３％，第２四半期が８．０％，第３四

半期７．０％，第４四半期が５．９％となった。産業セクター別に見ると，通年の伸び

率は，製造業が１１．４％，サービス業が６．９％，建設業も６年ぶりのプラス成長に

転じた。各期別に見ると，第１四半期は，製造業はエレクトロニクス，バイオメ

ディカル，輸送機器が好調で１６％増となり，サービス業も卸・小売りが堅調に伸

びて７．６％増となった。建設業が前期から引き続きマイナス成長（－０．６％）であっ

たが，落ち込み幅は縮小している。第２四半期は，製造業は，バイオメディカル

の不振が響いて，前年比伸び幅が１８．６％から１１．９％に半減した。建設業は，経済

の好調さや不動産市場が回復してきたことから，６年ぶりにプラス成長に転じて

０．４％増となった。サービス業は６．６％増の堅調な伸びであった。第３四半期は，

製造業は９．５％増で，精密機器，輸送機器が好調である一方，バイオメディカル，

エレクトロニクス，化学品などの業種が落ち込んだ。これらの輸出関連財生産の

増減は，海外の景気減速，つまり輸出の大幅減少が主要因となっている。サービ

ス業は引き続き６．６％の堅調な成長であった。建設業は，前期をさらに上回り２．６％

とプラス成長が続いた。第４四半期は，バイオメディカルが好転し，また輸送機

器も好調であったが，エレクトロニクスや化学分野が伸び悩み，製造業は７．３％

増とさらに伸び幅が縮小した。サービス業は６．０％，建設業も１．１％増と続伸して

いる。

このように製造業は，エレクトロニクス分野での世界的な生産拠点のシフトに

よるハードディスクドライブ（HDD）減産や IT産業の市場調整による減速にもか

かわらず，高い成長率を維持し，経済成長を牽引した。堅調な成長を続けている

サービス業は，観光客数の増加などによる民間消費の増大，資産運用ビジネスの

各国からの誘致，大規模商業施設やカジノを付設した総合リゾート開発などの不
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動産市場の好調さなど，複合的要素が成長に貢献してきている。また，２００５年度

後半よりプラス成長に転じた建設業は，不動産市場の活況にも支えられて成長が

継続した。住宅部門では住宅販売率（年度末）が１２年ぶりに高成長を遂げ，前年度

比８％増で過去最高となり，１９９４年の水準にまで迫るものになった。

民間企業が投資を増加させたことも経済成長の大きな要因である。科学技術庁

（ASTAR）の２００５年のR&D動向調査によれば，R&D支出は４５億８２００万 S訐で前

年比１３％増となり，国内総生産（GDP）比で２．３６％に上昇した。特に民間企業のR

&D支出は，エレクトロニクス部門などの製造業を中心に３０億３１００万Ｓ訐と前年

より１７％増と大幅に増加した。一方の公共部門投資は５％であった。さらに民間

企業の雇用意欲が過去最大となり，失業率も好転し２．７％となった。ある人材派

遣会社の雇用動向予測によると，来年第１四半期に社員を増加させると解答した

企業は，５３％に上り（前年比１６ポイント増加），雇用意欲が拡大してきている。また株式

市場の動向を見ると，シンガポール取引市場での年初１月のストレーツ・タイム

ズ指数（STI）が２４２５．９９から年間を通して上がり続け，最後の取引日である１２月

２９日には過去最高の株価指数２９８５．８３を記録した。こうした状況を受けて，１１月

にテオ・チーヒン国防相は，民間部門の給与引き上げにより優秀な公務員の確保

が困難になっているとして，公務員給与・賞与の引き上げを示唆し，国民に理解

を求めた。

２００６年税制改正と経済格差問題

２月１７日，リー首相は２００６年度予算演説のなかで，プログレス・パッケージと

呼ばれる，財政黒字の一部をシンガポール国民に還元する一連の措置を実施する

ことを明らかにした。この政策は「ひとつの国民としてともに進んでいくべきで

ある」との国家哲学のもとに，努力に対する報奨や自己扶助を奨励するという社

会的目的も持っている。特に低所得者層に重点を置き，またシンガポール社会建

設に貢献した高齢労働者や退職者がより多くの還元金を受け取る仕組みになって

いる。さらには，子供たちに対する教育費や４０年間にわたり安全を保障してきた

国民兵役制度参加者への報償金としても分配する予定である。この背景にあるの

は，所得格差が拡大していることへの懸念である。２００６年年頭の新年祝賀演説に

おいてリー首相が述べたように，過去５年間で実質１人当たりの国内総生産は年

平均４．３％上昇したのに対し，実質平均賃金の増加率は年２．１％にとどまっている。

国民は豊かになったが，高所得者の賃金伸び率が平均より高くなっている一方で，
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低所得者層の伸び率は低く，所得格差が拡大していることへの憂慮である。

以下は，プログレス・パッケージの概要を整理したものである。

盧成長配当金（Growth Dividends）として，すべての成人国民に対して，年収や

保有資産（不動産）価値に応じて，２００～８００S訐の現金を支給する。これによっ

て中・低所得者を主とする国民の４５％が最高額８００S訐を支給される。２００６年

５月１日より支給。支出総額は１４億 S訐（表１）。

盪月収１５００S訐以下の低所得者層や高齢者への支援策として，労働扶助金

（Workfare Bonus）を収入に応じて，４００～１２００S訐支給する。これは，公営住

宅（HDB）に住むほとんどの高齢低所得者が含まれる。この扶助金は，２段階

に分けて支給される。２００５年に最低６カ月以上勤務した労働者には，２００６年５

月１日より支給。２００６年に最低６カ月以上勤務した労働者には，２００７年５月１

日より支給。３０～４０万人の低所得者が支援を受けることができる（表２）。

蘯低所得世帯への支援策として，生活費払戻金（Utilities-Save）を支給する。各世

帯はHDBの規模に応じた払戻金が支給される。総支出額は６０００万 S訐（表３）。

盻高齢者の退職・医療費支援（Top-ups CPF Special／Retirement and Medisave

Accounts）として５０歳以上の国民に，年齢と保有不動産の額に応じて，中央

積立基金（CPF）の口座に１００～８００S訐の追加積立を行う。総額支出金５億Ｓ訐

表１ 成長配当金（Growth Dividents）
（単位：Sドル）

保有不動産
６，０００以下

保有不動産
６，０００～１０，０００まで

保有不動産
１０，０００以上

年収
２４，０００以下

８００ ６００

２００
年収

２４，０００以上
６００ ４００

（出所） Ministry of Finance，Milestones 2006，p．７．

表２ 労働扶助金（Workfare Bonus）
（単位：Sドル）

平均月収 ２００６，２００７年５月１日 払込み扶助金

４００以下
４００以上～９００まで
９００以上～１，２００まで
１，２００以上～１，５００まで

１．５カ月の給料＋最低額７５Sドルの扶助金
６００
４００
２００

（出所） 表１に同じ。
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（表４）。

眈低所得家計の子供に対しコンピュータ，副読本購入や海外研修費といった学習

の機会のための費用が支給される。

眇兵役者の貢献に対する報奨として，国民兵役制度導入４０周年記念報奨金

（４０thAnniversary NS Bonus）が兵役訓練終了者・前兵役者に対して４００S訐，

兵役中・兵役訓練中の者に対して１００S訐支給される。支給総額は２億Ｓ訐。

５月１日支給。

さらに，リー首相は，１１月１３日の国会において，直接税の引き上げが困難であ

ることから消費税引き上げについても言及した。その理由として，高齢者のため

の援助や将来を見据えた公共投資のために政府歳出を増大していく必要があるこ

とをあげた。引き上げ幅は現行の５％から７％の２％であり，実施時期について

は経済が好調な時が好ましいとして，シャンムガラトナム第２財務相が国会に上

程する２００７年度国家予算案のなかで公表されることになっている。今回の税制改

正では，経済格差拡大への対応として低所得者や高齢者への再分配をはかる一方

で，法人税の引き下げも予定されている。香港の税率はシンガポールの現行税率

２０％よりも低く，さらに香港が現行税率の１７．５％をさらに下げることになれば，

税制優遇による投資誘致のために税率の下方調整が必要になるとし，国民に理解

表３ 低所得世帯生活費支援策
（単位：Sドル）

公団（HDB）タイプ 生活費払戻金

１部屋
２部屋
３部屋
４部屋
５部屋

２００
２００
１００
８０
６０

（出所） Ministry of Finance，Milestones 2006，p．８より作成。

表４ 高齢者の退職・医療費支援策（CPF特別／退職・医療口座への追加積立金）
（単位：Sドル）

年齢
保有不動産
６，０００以下

保有不動産
６，０００～１０，０００まで

保有不動産
１０，０００以上

５０～５９歳
６０歳以上

６００
８００

４００
６００

１００
２００

（出所） Ministry of Finance，Milestones 2006，p．８．
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を求めた。また，社会に重い負担を課し，競争力を失ってはならないとしながら

も，雇用者のCPF拠出率１～２％の引き上げも示唆した。

カジノ建設

２００６年２月，予てからその是非をめぐり大きな論争を引き起こしてきたカジノ

建設と経営が合法化された。カジノはマリーナ・ベイ総合リゾートとセントーサ

島の２カ所に建設される。５月２６日，マリーナ・ベイのカジノ事業をアメリカの

ラスベガス・サンズ（Las Vegas Sands）社が落札した。マリーナ・ベイは，既に

国際会議を開催するホールや展示会場などの施設群，サンテックという巨大な複

合ビル群やホテルなどが並ぶ地区であり，その入札競争にあたってはビジネス客

に対応できるカジノ施設であるかが最も重要視された。総工費５０．５億 S訐で建設

予定である。審査・発注審査委員会委員長のジャヤクマル副首相は，今回のラス

ベガス・サンズ社による開発は，MICE（meeting，incentives，conventions and

exhibitions）としてのシンガポールの国際的地位向上が期待できると評価した。

もうひとつのカジノとなるセントーサ島のカジノ施設開発・経営は，１２月８日，

ユニバーサル・スタジオの誘致を提案したアジアでは最大のカジノ業者であるマ

レーシアのゲンティン・インターナショナル（Genting International）社が２度目

の入札で契約獲得に成功した。こちらは総工費５２億 S訐で２０１０年に開設予定であ

る。セントーサ島は，シンガポールを訪れる観光客の７割が立ち寄る有名な観光

スポットであることから，政府はこのカジノ開発がテーマパークの誘致や巨大水

族館など家族向けリゾートの一部として建設されることを重視した。

観光立国を目指す政府は，このカジノ誘致によって，２０１５年までに観光客１７００

万人，観光収入を３００億Ｓ訐に増大させるという目標を掲げており，その経済効

果に期待している。リー首相は，新年の祝賀演説において，２大リゾート開発が，

新たに１００億 S訐の投資をシンガポールに呼び起こし，大量の新規雇用機会を創

出するであろうと述べている。１２月に観光庁（STB）は，２００６年にシンガポールを

訪れた来訪者が過去最高の９００万人を超え，うち中国人入国者が１００万人を突破し

たことを発表した。これにより，２００６年は過去最高の観光収入が見込まれる。現

在，アジア各国は，豊かになった中国をはじめアジア諸国の観光客をいかに誘致

するかに力を入れている。シンガポールの早急かつ強力に推進されているカジノ

建設プロジェクトにも同様の背景がある。特に，アジア最大のカジノスポットで

あるマカオは，ラスベガス・サンズ社をはじめ外国資本が参入して以来，近年，
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急激に集客力を伸ばしている。中国政府による香港・マカオの入国解禁以降，マ

カオの中国人入国者数は２００６年に香港を抜いた。今回のカジノ解禁は，中国，中

東諸国やインドからの観光客誘致を睨み，一層の集客力をつけていこうとのシン

ガポールの観光ビジネス戦略の一環と捉えられる。ちなみに，シンガポール人が

カジノを利用する場合は，入場料として１日に１００S訐，１年間では２０００S訐が徴

収される。これは市民のギャンブルを抑止するための政策と見られている。

金融ハブとしての拠点作りと村上ファンド

シンガポール政府は，アジア域内での金融ハブ拠点を目指し，金融市場の制度

改革を推し進めた結果，海外からの資金流入の急速に拡大している。５月，村上

ファンドが突然，運用拠点をシンガポールに移転させたことは日本でも注目を集

めたが，その後の村上ファンドの村上世彰代表逮捕までの一連の話題は，シンガ

ポールでも連日新聞のトップ記事として報道された。村上ファンドの移転理由と

して，シンガポール華人企業家との先代からのコネクションがあったとことも報

道されているが，外資金融機関の流入要因となっている一律２０％という法人税率

の低さが考えられる。MASによると，２００１年時点で十数社に過ぎなかった村上

ファンドのような証券・先物取引法の免許対象外の投資ファンドが２００６年には

２８０社を超えたとしている（それらは大口投資家３０社以下を顧客とした私募である

こと要件にMASによる承認で設立が可能）。また，シンガポールの銀行法や証

券・先物取引法など法整備による高い透明性は，欧米諸国の大手金融機関，ファ

ンド，富裕層の資金運用をするプライベート・バンキング等の増加につながって

おり，アジアにおける金融拠点としての役割を強めている。

MASによるイスラーム金融市場の育成

原油価格の高騰に伴い中東での富裕層が増加し，その資金獲得をめぐる動きが

活発化してきている。前述のように，近年シンガポールでもアジア域内の資産運

用ハブ設立を目指した金融の市場整備を進めており，特にイスラーム金融市場の

整備は喫緊の課題となっている。このイスラーム金融とは，イスラーム教義シャ

リーア（Shariah）に則った金融取引の総称を指し，これを従来型金融商品と整合

的に再解釈することで商品化するものである。シンガポールでは，中東社会と摩

擦を起こさないような形でそのニーズに適う商品を提供しようとしている。

従来，シンガポール政府は，この取引を市場参加者の自主的な取り組みに任せ
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ていたが，１９９７年，イスラーム金融制度に則った資産運用業の育成と誘致を本格

的に開始した。特に，アメリカの同時多発テロが起きたあと中東資金の国際的フ

ローに変化が生じたことから，政策を転向して中東との関係強化に乗り出した。

従来は不動産など実物資産の売買差額を金利の代わりにするといった取引は，銀

行法に違反する可能性があったが，それを２００５年に合法化し，また実物資産の取

引に課税される印紙税や売買差額に対する消費税などは，２００５年度と２００６年度の

予算措置で免除した。さらに２００５年の予算案（税制改正）で，イスラーム債から発

生した利息収入１０％の軽減税率を適用する（２００６年課税年度）など制度改革に取り

組んでいる。また投資ファンドとしては，以前から香港上海銀行（HSBC）やNTUC

が提供するタカフル・ファンドが存在していたが，MASは２００５年にイスラーム

金融取引の一種であるムラバハ（Murabahah）を解禁し，２００６年２月にシンガ

ポール取引所（SGX）がシャリーア準拠のアジア株価指数として初の「FTSE-SGX

Asia Shariah １００」を導入した。これはアジア株式に投資するイスラーム株式

ファンドのベンチマークになるものと期待されている。また SGXに同指数を用

いたイスラーム上場投資信託（ETF）を上場させる計画も浮上している。この取

り組みの結果，６月にフランス・カリヨン銀行が機関投資家向けムラバハ預金業

務を開始するといった民間銀行による業務が開始されるなど，徐々に成果が出て

きている。

対 外 関 係

中東経済（オイルマネー）との関係強化

シンガポール政府は近年，中近東・湾岸諸国との関係を緊密化させており，

FTA締結を目指して精力的に交渉を重ねている。リー首相は，１１月２４日から中

東を初訪問し，積極的な外交交渉を展開した。これは，２００５年５月のゴー・チョ

クトン上級相がイスラエル，アラブ首長国連邦（UAE），ヨルダン，パレスチナ

の中東４カ国・地域を歴訪したことに続く中東外交となった。FTAに関しては，

カタール，ヨルダンとの交渉締結に続き，次年度の締結に向けてサウジアラビア，

クウェート，バーレーンと交渉中である。

リー首相は，訪問初日にサウジアラビアのイブラヒム・ビン・アブドゥル・ア

ジス財務相と会談し，湾岸６カ国との自由貿易協定（FTA）交渉を，当初の第１

四半期中から前倒して，２００７年１月中にも開始することで合意した。翌日にはサ
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ウジアラビア商工会議所本部での懇談会に出席し，大手企業のトップ経営者達と

意見交換を行っている。リー首相は，サウジアラビア人に対するビザ発給審査を

緩和したことによって，両国間国民の往来が容易になるであろうと述べ，今後経

済関係が緊密化することを見込んで，シンガポール＝サウジアラビア間フライト

の増便をサウジ側に要請した。実際，シンガポールと中東諸国間の投資は相互に

増大しており，リー首相によれば今後１５年で実施されるプロジェクトの総額は

９３００億 S訐と見込まれる。シンガポール政府は，中東・湾岸諸国に対するビザ発

給を厳しく規制してきた経緯があるが，ここにきて関係強化に向けた政策転換を

図っているといえよう。

この関係を裏付けるように，１２月に政府系企業の大手であるセムコープ社は，

双日，九州電力とコンソーシアムを組み，UAEの発電施設「フジャイラ」を入札

している。また同月，シンガポール民間航空局（CAAS）の子会社であるチャン

ギ・エアポーツ・インターナショナル社（CAI）が，イギリスのBAA社やオース

トリアのウィーン空港との入札競争に勝ち，UAEのアブダビ国際空港の運営を

請け負うことになった。政府は今回の一連の受注を，中東進出の足がかりとして

いる。

テマセク社のシン・コーポレーション買収問題

１月２３日，タイのタクシン首相一族が所有する通信関連の持ち株会社シン・

コーポレーションは，一族の保有株式をシンガポール政府系投資会社テマセク・

ホールディングス社に７３３億バー
ツ（約２１００億円強）で売却したと公表した。発行済み

株式の４９．６％を１株当たり４９．２５バーツ で，テマセク社の他サイアム銀行やタイ人投

資家グループが運営するシーダー・ホールディングスに売却したが，事実上の筆

頭株主は同時に傘下企業のアスペン・ホールディングスを通じて株式所有をして

いるテマセク社となる。この売却価格は，東南アジアにおけるM＆Aとしては

過去最大級となり耳目を引いたが，同時に，この買収劇がタイの政局混乱の引き

金となり，タクシン政権を崩壊に追い込む問題にまで発展した。

タクシン元首相は，予てより利益誘導を図り，不正蓄財を行っていると噂され

る同族企業のシン・コーポレーション（会長はタクシン首相夫人のポッチャマー

ン）売却を企図していたといわれる。１９８３年に設立された同社は，携帯電話，衛

星通信，メディア・通信，インターネット事業など４０社を超える企業を傘下に持

ち，タイでは時価総額１４００億バー
ツ にのぼる一大企業グループである。グループ内企

第２次リー・シェンロン内閣始動へ
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業には，民放放送，格安航空会社，衛星通信など政府の許認可を必要とする分野

が多いことからも利益相反の可能性があるとしてタイ国民や野党からの批判が絶

えなかった。そこに今回のシン・コーポレーション売却の問題が浮上した。売却

にあたって多大なキャピタルゲインを得ながら，所得税課税を回避した措置など

に証券法違反の疑いありとして，証券取引委員会はタクシン一族に対する詳細の

報告を要求した。また取引が外資出資規制に抵触することも問題視され（公開買

付けの結果，テマセク社の持株比率は３月時点で９６％にまで上昇した），政治団

体の民主主義国民同盟（PAD）がシンガポール大使館前で抗議を行って買収取り

消しを求めるなど，批判は買収側のテマセク社にも向かった。このシン・コーポ

レーション株売却を契機にして，国民のタクシン首相辞任要求は急速に拡大し，

結果的にタクシン首相は９月に軍部によるクーデタで解任されるに至った。

買収側のテマセク社は，シンガポールの主要産業部門に従事する多数の企業グ

ループを傘下にもつ政府持ち株会社である。その傘下企業を介して間接的・直接

的にシンガポール国内，アジア諸国，OECD諸国など地域別戦略のもとでポー

トフォリオ投資を実行しており，２００６年は，特にアジア地域の投資を重視してい

た。今回の投資も戦略的意味を持ってなされたといわれる。テマセク社は，シン

ガポール最大の通信会社シンガポール・テレコム（Sing Tel）社を通じて，以前か

らシン・コーポレーション傘下の携帯電話事業のAIS（Advance Info Service）

社株式を所有してきた。タイにおける携帯電話の市場シェアを５割以上占める同

社を買収することで携帯電話の第３世代サービス（３G）に参入し，東南アジアで

の携帯電話事業の拡大戦略をとる意図があったといわれている。

また，今回のM&Aで問題となったのは，グループ内に衛星通信企業が含ま

れている点であり，タイの国家機密が漏出しかねない状況にタイ国民の反感が

募った。加えて，テマセク社のCEOはリー首相の妻のホー・チン女史であり，

リー王朝の縁故主義と批判されてきたうえに，リー家は同じ客家系華人であるタ

クシン首相のチナワット家と長年にわたりビジネス関係を保ち，リー政権の閣僚

たちもタクシン首相が懇意にしていたことから，今回の買収においてもその緊密

な人的関係が問題視されている。買収以来，沈黙していたテマセク社は１０月にス

トレーツ・タイムス紙の質問に答える形でシン・コーポレーション株の持株比率

を適切な時期に適切な方法で引き下げる用意があることを公表した。いずれにせ

よアジア最大の買収劇は，現在までのところ，テマセク社にとって株価下落など

の大きな損失をもたらす結果となっている。

２００６年のシンガポール
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マレーシアとの関係改善

シンガポールとマレーシアの間には，独立時代の民族問題に遡り，その後も

様々な対立，懸案が山積してきた。近年では，水問題をめぐってもっとも激しい

応酬が展開され国際機関の調停を仰ぐに至った。しかし２００３年１０月にアブドゥ

ラ・マレーシア首相とゴー首相（当時）が両国間の問題について，従来の一括解決

方式を改め個別解決が可能なものから着手していくことで合意して以来，次第に

友好・信頼関係を強化する方向に両国間政府の政策が変わってきた。

２００６年に入り，アブドゥラ首相は，両国を繋ぐコーズウェイ（堤防路）のマレー

シア領内部分は橋梁に改築して水路を開設し，シンガポール境界で従来の堤防路

につなぐという案の実行を決めた。しかし，この決定はマハティール前首相，与

党UMNOの一部，ジョホール州政府などからの激しい非難により４月に撤回を

余儀なくされた。また９月に開催された IMF・世界銀行総会での公式の場にお

いて，リー顧問相がマレーシアとインドネシアでは華人が社会から疎外されてい

ると発言したことに対し，両国政府は公式抗議し陳謝を求めた事態が生じるとい

う，両国間には容易に解決し得ない新たな問題が生じている。

一方，マレーシアのナジブ副首相は，クアラルンプールで開催されたロンド

ン・ビジネス・スクール同窓会フォーラムにおいて，マレーシアはシンガポール

との両国間投資を奨励すること，さらには両国が協力し第３国に進出しようとの

提言を行った。リー首相は，１２月の PAP幹部大会において，この発言を歓迎す

る意を述べている。また同副首相は，同ビジネス・スクール主催会議の基調講演

で，国際競争が激化するなかで両国は共同歩調をとろうとの趣旨の呼びかけをし

た。これに対しゴー上級相は，意義深い発言を歓迎すると応じ，今後，両国が行

動に示していくことが重要であると強調するなど，両国関係の改善はマハティー

ル首相時代とは隔世の感がある。しかし，ジョホール南部経済特区開発プロジェ

クトを推進しているマレーシアでは，政府がシンガポールのプロジェクト参画に

賛成すると表明しつつも，州政府は，投資を保留するよう牽制するなど，連邦政

府と州の温度差が見られる。今後，新しい時代に即した関係を築けるかどうかは，

リー，アブドゥラ両首相のイニシアティブにかかっているといえよう。

２００７年の課題

２００６年の経済は概ね良好であった。リー首相は，原油価格の高騰，アメリカ経

済成長の鈍化，エレクトロニクス部門の需要減退などを２００７年の懸念材料として

第２次リー・シェンロン内閣始動へ
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挙げたが，日本，EUの経済が緩慢ながら回復傾向にあり，次年度も経済成長の

見通しは明るいと展望している。しかし，貿易依存度の高いシンガポール経済は，

国際的な政治経済環境に大きく左右される。R&Dを推進し，ナノ，バイオ技術

等のハイテクノロジー開発による産業構造の調整や，積極的な二国間貿易協定

（FTA）の締結などが重要になってくる。また，２００６年には，新たに中近東・湾

岸諸国とのFTA締結が大きく進展し，さらに中国との蘇州工業園区プロジェク

ト，四川省・成都の不動産投資などが進展したが，今後はさらにインドを含めた

アジア地域での経済協力パートナーシップを拡大していくことも重要になろう。

国内問題としては，先進国の多くの国が直面している少子化，高齢化問題があ

る。これらの問題は，小国シンガポールではより深刻な問題であり，引き続き人

口政策を行っていく必要があるが，海外からの移民受け入れとともにより包括的

政策が求められる。

対外関係では，経済発展に影を落としかねない近隣諸国との友好関係を築くこ

とが重要である。長年の対立的関係にあり，依然として多くの懸念事項を抱える

マレーシア関係において，リー，アブドゥラ両国首相が，両国間交流を今後単な

る空論とせずにいかに実りあるものにし，解決を図っていくかが注目される。さ

らには，インドネシアの砂供給問題，タイとのシン・コーポレーション買収によ

り生じた問題などがある。これらの問題を解決しいかに友好関係を築いていくか，

シンガポールにとって今後もアジア戦略は重要な意味を持っている。

（創価大学准教授）

２００６年のシンガポール
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１月９日蜷シ海軍，アンダマン海＝マラッカ

海峡沿岸７カ国の合同演習に参加。

１７日蜷ヘン・チー・ハウ国務相（国家開発

担当），米国産牛輸入禁止措置解除を国会で

発表。

２３日蜷シ政府のテマセク持株会社，タイ首

相一族が所有するシン・コーポレーション社

を７３３億バー
ツ（約２１００億円）で買収したと発表。

買収価格は，東南アジアのM&Aとしては

過去最大。

３０日蜷政府，会社法制審議会（CLRFC）の

提案書（７７項目）に基づく会社法改正法案を施

行。

２月６日蜷ゴー・チョクトン上級相，第４回

アジア太平洋円卓会議において基調講演。日

本の指導者による靖国参拝の中止を要請。

７日蜷ジョージ・ヨウ外務相，麻生外務相

と会談。本年末にセブで開催されるASEAN

関係会議および東アジア首脳会議（EAS）な

どを通じての東アジア地域における協力を確

認。

１４日蜷カジノ規制法が国会で可決成立。政

府は，カジノ監督機関を発足し，マリーナ地

区とセントーサ島の２カ所にカジノを中心と

した総合リゾートを建設と公表。

１６日蜷２００５年経済調査，２００６年の経済成長

率を４～６％に上方修正を発表。

１７日蜷リー首相兼財務相，２００６年度予算案

（税制改正案含む）上程。累積財政黒字を国民

に還元する成長配当金（Growth Dividents）

政策，低所得者層支援策として労働扶助金

（Workfare Bonus），国民兵役参加者への報

奨として一時金支給などの新事業に２６億Ｓ訐

計上。５月１日より支給開始。

２３日蜷ラジャラトナム初代外務相が死去。

３月２日蜷韓国との自由貿易協定（FTA）発

効。

７日蜷イブラヒム環境・水資源相，国会答

弁にて京都議定書批准の決定を公表。

蜷タクシン首相退陣を要求する民主主義国

民同盟（PAD）が在バンコク・シンガポール

大使館前でシン・コーポレーション買収撤回

の抗議デモ行う。

９日蜷国会，２００６年度予算案を可決。２００５

年度の大幅財政黒字（２２２億９８００万Ｓ訐）を受

け，今年度は特別移転支出の大幅拡大で景気

回復をはかる。

２８日蜷世界経済フォーラム『２００５―２００６年

世界 IT競争力調査報告書』でシンガポール

は総合２位（前年は総合１位）。

４月１０日蜷ヨン・プンハウ最高裁判官が任期

満了で退任。後任にチャン・セクコン検事総

長が就任。

２７日蜷与党・人民行動党（People Action

Party：PAP），対立候補の届け出がなかっ

た７つ選挙区において，３７議席を無投票獲得。

５月４日蜷ナタン大統領，来星した北側一雄

国土交通相と会談し，相互交流人数の不均衡

を改善するよう要請される。また両国の相互

交流推進を確認。

６日蜷国会総選挙が行われ，与党 PAPが

８４議席中過半数８２議席を獲得（得票率６６．６％）。

野党は，労働者党１議席，シンガポール民主

連盟１議席。

１１日蜷スイスの国際経営開発研究所

（IMD），２００６年の世界競争力を発表。シン

ガポールは昨年に続き総合３位。

１７日蜷全国賃金評議会（NWC），賃金ガイ

ドラインを発表。前年度の生産性上昇が賃金

増加率を下回るとし，生産性向上の範囲での

賃上げや賃金に占める変動手当比率（AVC，

MVC）の増加を提言。

重要日誌 シンガポール ２００６年
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２２日蜷リー首相，６日の総選挙を受けて内

閣改造人事を発表（「参考資料」参照）。

２２日蜷シンガポール国立大学（NUS），工

学と自然科学を融合したエンジニアリング総

合研究大学院を開設。

２３日蜷リー・クワン・ユー顧問相，小泉純

一郎首相と首相官邸で会談し，靖国参拝は日

中，日韓の経済関係に影響せずと発言。

２４日蜷リー首相，就任後初の公式訪日。小

泉首相と会談し，日本・ASEAN関係強化，

日本の国連安全保障理事会常任理事国入り問

題などを協議。

２６日蜷政府，カジノの開発・運営を米国ラ

スベガス・サンズ社に委託すると発表。シン

ガポール初のカジノ建設がマリーナベイ総合

リゾート用地で開始。

３０日蜷リー首相と１８閣僚，１２上級国務相・

国務相が大統領官邸で就任宣誓式を行う。

６月５日蜷シンガポールに登録地を３月に移

転した村上ファンドの村上世彰代表逮捕に関

連し，金融庁（MAS）は調査に乗り出す可能

性を示唆。

８日蜷天皇，皇后両陛下，東南アジア３カ

国歴訪の途上，「日・星国交樹立４０周年」にお

ける国賓として来星。

２０日蜷政府，高度ブロードバンド国家建設

を目指す「インテリジェント・ネーション iN

２０１５」計画を公表。アジアの ITハブ拠点を

目指す。

２２日蜷MAS，イスラーム金融拠点構築の

ためイスラーム法（シャリーア）に即したイス

ラーム金融商品を解禁。

２７日蜷ペルーとの自由貿易協定締結に向け

た第３回目の交渉で実質合意を達成。

７月１２日蜷政府，京都議定書調印に従い，CO２

温暖化ガス排出権取引のための市場設立を発

表。環境・水資源省主導でシンガポール持続

可能エネルギー協会（SEAS）を設立し，研究

開発と販売促進を行う。

２０日蜷シンガポール公団住宅（HDB）建設

に尽力したリム・キムサン元国家開発相が死

去。

蜷シンテル・グループのリー・シェンヤン

最高経営責任者が退任を発表。

２８日蜷教育省，NUSとナンヤン工科大学

（Nanyang Technological University, NTU）

に国際的研究センターを作るための学術研究

協議会（ARC）を設立。重点分野は，ナノテ

クノロジー，新素材科学，物流など。

８月１日蜷リー首相，ASEAN地域フォーラ

ム（ARF）出席のため来訪した朝鮮民主主義

人民共和国（北朝鮮）の白南淳外相と会談し，

今後の経済協力の拡大に言及。

８日蜷リー首相，独立記念日祝賀メッセー

ジで２００６年の上半期経済成長率を９．４％と発

表。

１６日蜷ウォン・カンセン副首相兼内相，競

争力強化のため海外から有能な人材の移住奨

励に言及。

２０日蜷リー首相，NUSで行われた独立記

念日祝賀集会（ナショナルデー・ラリー）で首

相演説。出生率低下（２００４年に１．２４）を受け，

今後の経済発展に必要な人口４００万人維持の

ため積極的に移民を受け入れると言及。

２２日蜷リー父子（首相と顧問相），『ファー

イースタン・エコノミック・レヴュー』誌７

月号に名誉毀損の記事掲載をしたとして，同

社（FEER社，香港登録）をシ法廷に告訴。

FEER誌は９月号から国内販売禁止。

２５日蜷ウォン・カンセン副首相，温家宝・

中国首相と会見。蘇州ハイテク・パークでの

技術協力の重要性に触れ，貿易を通じて両国

間関係を深めていくことを確認。

蜷クリエイティブ・テクノロジー社，アッ

シンガポール
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プルコンピュータと携帯音楽プレーヤー

（iPod シリーズ）の特許をめぐる訴訟で和解

し，１億米訐の支払いを受ける。

９月５日蜷中国と二国間自由貿易協定（FTA）

交渉の開始合意を再確認。

６日蜷世界銀行『２００６年ビジネス環境の現

状』報告書で，世界１７５カ国・地域中１位を獲

得。規制が少ない，電子手続きの進展などが

評価された。

１２日蜷公共運輸理事会（PTC），バス，地

下鉄（MRT）と軽鉄道（LTR）の乗車料金の値

上げ認可を公表。１０月１日から実施。

１９日蜷IMF・世界銀行年次総会開催（～２０

日）。政府，アジアのビジネス・ハブとして

の機能強調。

蜷リー顧問相，IMF・世銀総会関連の公式

の場で，インドネシアやマレーシアの華人は

それぞれの政府に疎外されていると発言。

２１日蜷シンテル・グループ，グループ最高

財務責任者兼国際事業部門最高経営責任者の

チュア・ソックコーン女史が次年４月１日に

グループ最高経営責任者に就任と発表。

２５日蜷マレーシアのアブドゥラ首相，リー

顧問相のマレーシア，インドネシア華人に関

する発言に対して質問状を送付し，説明を求

める。

２６日蜷世界経済フォーラム（WEF），２００６

－２００７年世界競争力指標（GCI）を公表。シン

ガポールは総合５位（前年も同順位）。

２９日蜷リー顧問相，アブドゥラ首相の書簡

に応えて，自身の発言がマレーシアの社会的

混乱を引き起こしたとして謝罪した。

１０月７日蜷シンガポール最大のランドマーク，

ビボシティ（VIVO City）がオープン（総工費

４億１７００Ｓ万Ｓ訐）。

蜷インドネシア・スマトラの野火（ヘイズ）

の影響により大気汚染指数が上昇。

１３日蜷東南アジア諸国環境相によるヘイズ

対策会議がインドネシア・ペカンバルで開催

され，インドネシアにヘイズ災害ASEAN

協定の批准を迫る。またヘイズ被害国の環境

相による地域パネルの設置で合意。

１４日蜷アブドゥラ首相，CNNインタビュ

ーでマレーシア政府はマレーシア華人にチャ

ンスを与えており，マレー人よりも裕福であ

ると発言。

２３日蜷リー顧問相，インドネシアのユドヨ

ノ大統領がヘイズ被害を与えたシンガポール，

マレーシアなど近隣諸国に謝罪したことを評

価。

蜷イギリス・スタンダード・チャータード

銀行による東南アジア最大のシンガポール銀

行DBS（シ開発銀行）グループ持株会社買収

の可能性が報道される。テマセク社は，DBS

株２８％，スタンチャート銀行株１１．６％を所有

し，DBSと合併に向けた動きとの見方強ま

る。

２５日蜷MAS，２００６年のGDP成長率が６．５

～７．５％に達する見込みと発表。２００７年度は

原油高と米国経済の停滞の影響から経済の減

速を予測。

２９日蜷リー首相，中国・広西チワン族自治

区の劉奇葆共産党書記長と会談。

３０日蜷リー首相，中国・ASEAN対話関係

構築１５周年記念サミット出席のため南寧を訪

問し，温家宝・中国首相会談。両国は重要な

パートナーであると確認。

１１月２日蜷第１１期シンガポール国会開会。

３日蜷格安航空会社（タイガー・エアウェ

ーズ社，ジェットスター社），新路線開設発

表。

６日蜷世界の汚職調査NGOであるトラン

スペアレンシー・インターナショナル，汚職

指標（CPI）を公表。シンガポールは汚職の少

２００６年 重要日誌
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ない順に世界５位。

８日蜷シンテル，携帯電話加入者が１億人

を突破したと公表。海外関連会社６社を含む

加入者は，１億７７万件となった。

蜷オーストラリアのナチュラル・フューエ

ル社，世界最大のバイオ燃料工場をジュロン

島に建設開始。

１３日蜷リー首相，国会で現行の消費税（GST）

率を５％から７％に引き上げる方針を公表。

また国際競争力維持のため現行２０％の法人税

率引き下げの可能性も示唆。

蜷SEAS，国際協力銀行（JBIC）とクリーン

開発メカニズム（CDM）推進の覚書に調印。

ガス排出事業を強化し，排出権取引市場でア

ジアのハブを目指す。

蜷APEC首脳会議出席（ハノイ）の途上，

ジョージ・Ｗ・ブッシュ米国大統領夫妻がシ

ンガポールを公式訪問。

１７日蜷リー首相，APECサミット出席の

ためハノイ入りした安倍首相と首脳会談。

２０日蜷政府・労働者・使用者三者労使関係

セミナーが開催され，上半期GDPの前年同

期比増を根拠に労働者代表は賃上げと賞与増

額の要求を提示。

蜷政府，エジプトと包括的経済協力協定

（CECA）の交渉開始。

２１日蜷三井物産，シンガポール子会社ミツ

イ・オイル（アジア）のナフサ関連取引で，約

８１００万米訐（約９６億円）の損失を被ったと発表。

トレーダーが損失を隠ぺいしていたが，社内

調査で発覚。

２４日蜷テオ・チーヒン国防相（公共サービ

ス担当），優秀な公務員確保のために，民間

セクターの給与引き上げ率に合わせた公務員

の給与引き上げの必要性に言及。

蜷リー首相，初の中東歴訪。

２５日蜷通商産業省，サウジアラビアなど中

東６カ国が加盟する湾岸協力会議（GCC）と

の自由貿易協定（FTA）の交渉開始に合意と

発表。

２９日蜷アジア海賊対策地域協力協定に基づ

き設置される情報共有センター（ISC）がNOL

ビル内に正式発足。

１２月１日蜷科学技術研究庁（ASTAR），２００５

年の研究開発（R&D）動向を発表。国内R&D

支出は，政府，民間ともに急増中。

３日蜷リー首相，PAPの一般党員代表を

集めた党会合で，低所得者層への一時金支給

制度ワークフェア・ボーナスの恒久化を発表。

４日蜷リー首相，PAP幹部大会で，マレ

ーシアのナジブ副首相が両国間の相互投資を

奨励するとした発言に対し，歓迎の意を表明。

８日蜷ジャヤクマール副首相兼法相，第２

カジノを併設するセントーサ島総合リゾート

建設・運営をマレーシアのゲンティン・イン

ターナショナル・グループに委託すると発表

（開業は２０１０年）。

１４日蜷シンガポール・チャンギ・エアポー

ツ・インターナショナル（CAI）社，アラブ首

長国連邦アブダビ国際空港の運営を受注。

１５日蜷シンガポール全国労働組合（NTUC）

のリム・スイセイ副書記長，低所得雇用者の

中央積立基金（CPF）拠出金比率引き下げを政

府に要求したと発表。

２７日蜷リー首相，CNNインタビュー番組

にて実子の政界入りを希望しないと発言。

２９日蜷株式市場でストレーツタイムス指数

（STI）が上昇し，過去最高値２９８５．８３ポイントを付

ける。

３１日蜷リー首相，新年祝賀メッセージを発

表。２００６年のGDP成長率は，堅調な世界経

済を受けて７．７％を達成との見込みを示す。

シンガポール
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２ 閣僚名簿（２００６年５月３０日就任）

首相兼財務相 Lee Hsien Loong

上級相 Goh Chok Tong

顧問相 Lee Kuan Yew

副首相兼国家安全保障調整相兼法相

S. Jayakumar

副首相兼内務相 Wong Kan Seng

外務相 George Yong―Boon Yeo

情報・通信・芸術相 Lee Boon Yong

国家開発相 Mah Bow Tan

総理府相 Lim Boon Heng

通商産業相 Lim Hng Kiang

国防相 Teo Chee Hean

総理府相 Lim Swee Say

環境・水資源相兼イスラム問題担当相

Yaacob Ibrahim

厚生相 Khaw Boon Wan

教育相兼第２財務相

Tharman Shanmugaratnan

人材相兼第２国防相 Ng Eng Hen

社会開発・青少年・スポーツ相兼第２情報・

通信・芸術相 Vivian Balakrishnan

運輸相兼第２外務相

Raymond Lim Siang Keat

参考資料 シンガポール ２００６年

１ 国家機構図（２００６年１２月末現在）

＊一院制，議員数８４（任期５年）。与党・人民行動党８２議席，野党２議席。
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主要統計 シンガポール ２００６年

１ 基礎統計

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６
人 口（１，０００人）
労 働 力 人 口（１，０００人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為替レート（１ドル＝Ｓドル，年平均）

３，２７３．４
２，１９２．３

１．３
２．７

１．７２３９

３，３２５．９
２，１１９．７

１．０
２．７

１．７９１７

３，３８２．９
２，１２８．５

―０．４
３．６

１．７９０６

３，４３８．１
２，１５０．１
０．５
４．０

１．７４２２

３，４８４．９
２，１８３．３
１．７
３．４

１．６９０３

３，５４３．９
２，２６６．７
０．５
３．１

１．６６４６

３，６０８．５０
２，５９４．１
１．０
２．７

１．５８８９

（出所） Economic Survey of Singapore 2006，および Statistics Singapore HP（http : //www.singstat.
gov.sg）．

２ 支出別国内総生産（名目価格） （単位：１００万Ｓドル）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

消 費 支 出
民 間
公 共
総 固 定 資 本 形 成
民 間
公 共
在 庫 増 減
財・サービスの純輸出
統 計 誤 差
国 内 総 生 産（GDP）
海 外 純 要 素 所 得

９２，４１４．５
７３，４８０．５
１８，９３４．０
４０，３７２．６

…
…

―２，７３９．０
２７，０５８．２
５８８．１

１５７，６９４．４
―３，３７０．０

９３，２４９．０
７４，２０５．５
１９，０４３．５
３８，９１８．７

…
…

―１３，６４４．７
４５，１７５．９
―２，８０８．５
１６０，８９０．４
―４，２９６．１

９７，９４５．３
７８，４５８．３
１９，４８７．０
４３，２６６．７

…
…

―７，６３８．５
４９，５８６．８
―１，６２０．５
１８１，５３９．８
―１１，２２８．２

１０２，３４８．９
８１，４６５．８
２０，８８３．１
４３，３３６．２
３５，３７９．５
７，９５６．７
―６，３６３．６
５７，２５２．０
―２，３３１．８
１９４，２４１．７
―７，６１７．７

１０８，１３１．９
８４，３２４．９
２３，８０７．０
４８，４０６．１
４１，３７３．４
７，０３２．７
―８，９２０．８
６６，４９０．０
―４，１１６．３
２０９，９９０．９
―６，６３２．６

国 民 総 所 得（GNI） １５４，６９４．４ １５６，５９４．３ １７０，３１１．６ １８６，６２４．０ ２０３，３５８．３
１人当たりＧＮＩ（Ｓドル） ３６，９５５．０ ３７，４０８．０ ４０，１８４．０ ４２，９８３．０ ４５，３５３．０

（注） ＊暫定値。
（出所） Economic Survey of Singapore 2006．

３ 産業別国内総生産（実質：２０００年価格） （単位：１００万Ｓドル）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊＊

財 生 産 産 業
製 造 業
建 設 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道
そ の 他
サ ー ビ ス 業
卸 ・ 小 売 業
運 輸 ・ 倉 庫
ホテル・レストラン
情 報 ・ 通 信
金 融 サ ー ビ ス
ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス
そ の 他 サ ー ビ ス

所 有 住 宅 帰 属 価 値
（＋）輸 入 税
（－）銀 行 手 数 料

５０，０５８．８
３９，４５７．１
７，７３１．８
２，６９６．０
１７３．９

１０３，５９１．１
２１，６４８．７
１２，７５７．４＊

３，３１４．６
…

１７，２０６．２
２２，７４１．５
１８，４７２．９
７，２３０．６
１０，９５７．３
９，３３２．６

５０，９９２．３
４０，５９０．５
７，０４１．１
３，２１６．１
１４４．６

１０７，０１３．６
２４，０００．３
１５，４９２．１
２，９１３．０
７，２９１．２
１８，８５９．５
２０，３２７．６
１８，１２９．９
７，４３１．１
１１，５５７．７
９，４４５．４

５６，３６９．６
４６，２０８．４
６，６５４．３
３，３４４．０
１６２．９

１１５，２９２．７
２８，１７０．５
１７，１０６．９
３，２５４．３
７，７２６．６
１９，６８５．８
２０，５３８．１
１８，８１０．５
７，６３２．５
１２，７１１．０
９，７０４．７

６０，８６５．４
５０，６１１．５
６，７０３．１
３，３９１．０
１５９．８

１２２，６１８．０
３０，８６６．９
１７，８２９．３
３，３９５．５
８，１５１．４
２１，１７６．１
２１，７５４．２
１９，４４４．６
７，８３８．３
１２，９８０．８
９，９３１．２

６７，０６０．３
５６，４５７．１
６，８８２．８
３，５４０．３
１８０．１

１３１，１８２．０
３４，０４８．７
１８，５９７．０
３，５６９．４
８，５２４．８
２３，１２８．９
２３，０１２．３
２０，３００．９
８，０３１．５
１３，８８０．５
１０，４７４．４

国 内 総 生 産（GDP）１６２，５０５．２ １６７，５４９．３ １８２，３０１．１ １９４，３７１．３ ２０９，６７９．９
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） ３．２ ３．１ ８．８ ６．６ ７．９

（注） ＊の数値は運輸・通信。＊＊は暫定値。
（出所） Economic Survey of Singapore 2006，および Yearbook of Statistics Singapore 2006．
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４ 国・地域別貿易額 （単位：１００万Ｓドル）

輸 入 輸 出
２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６

ア ジ ア
マレーシア
インドネシア
タ イ
フィリピン
日 本
中 国
香 港
韓 国
イ ン ド
ヨ ー ロ ッ パ
ド イ ツ
アメリカ合衆国
オ セ ア ニ ア

１６２，３１６．７
３７，５２７．７
１４，５０５．３
９，５８７．１
４，９２０．６
２６，８０８．３
１９，２７６．３
５，３８０．０
８，６３７．４
２，５１０．２
３４，９６５．０
８，４５５．８
３４，２５７．３
４，４００．８

２０４，６４２．９
４２，２０１．４
１６，４４３．６
１１，３３０．２
７，１３７．９
３２，２６６．６
２７，３５６．７
６，１７１．５
１１，８５１．１
４，７００．９
４３，４４２．６
９，５９７．９
３８，８０２．３
４，４７８．７

２３６，５０３．１
４５，５２６．６
１７，４０４．４
１２，５１５．６
７，７４１．６
３２，０３３．７
３４，１６９．８
７，００８．７
１４，３２２．９
６，７８８．２
４５，４９５．６
９，９１５．０
３８，７９２．７
５，４８７．８

２６７，５１０．４
４９，４８０．８
２３，４２６．０
１３，８５６．３
８，９６６．６
３１，６３９．８
４３，１９４．３
６，５０７．１
１６，６３６．３
７，７５５．３
４９，４９１．７
１０，７９４．２
５３，４６０．０
６，５５５．４

１８５，７９０．６
３９，６７２．４
２７，４８２．０
１０，７１０．７
５，６３６．１
１６，８７５．４
１７，６３８．２
２５，１１６．２
１０，５５０．２
５，３８２．７
３７，５０３．９
７，６２４．８
４１，０４９．０
１０，９８５．４

２２４，２７８．３
４６，０７２．９
３２，１３８．７
１３，０７７．８
６，６１８．２
１９，５３３．１
２５，９７２．１
２９，８０７．２
１２，４８１．７
７，０５０．８
４６，２３５．８
１０，５３５．８
４５，８１２．４
１５，４０２．８

２６０，９１９．４
５０，６１２．３
３６，８１６．８
１５，６６１．６
６，９６９．５
２０，８７４．１
３２，９０９．３
３５，８４９．２
１３，４１２．２
９，８１６．６
４８，７６６．０
１９，５０４．１
３９，０２４．３
１９，６８６．８

２９６，４９５．２
５６，３７２．１
３９，５０４．４
１７，９４４．７
８，０６６．５
２３，５８９．５
４２，０６１．０
４３，３３５．２
１３，８７６．６
１２，１６５．６
５１，５１６．０
１０，４１７．６
５４，８２０．８
２２，５２９．１

合 計２３７，３１６．５２９３，３３７．５３３３，１９８．０３７８，９２４．１２７８，５７７．７３３５，６１５．０３８２，５３２．０４３１，５５９．２

（出所） 表２に同じ。

５ 国際収支 （単位：１００万Ｓドル）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６＊

経 常 収 支 １８，４７５．０ ２１，１０９．０ ２１，２８４．０ ３８，９０９．０ ３６，４１４．５ ４７，６１６．５ ５７，６６０．６
商 品 貿 易 収 支
輸 出
輸 入
サ ー ビ ス 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支

２４，０７１．４
２６４，１４５．９
２４０，０７４．５
―２，３１６．１
―１，２７９．５
―２，０００．８

３０，９３０．０
２４４，６３８．３
２１３，７０８．３
―７，７４７．９
２５．３

―２，０９８．４

３３，６０４．３
２５１，７９７．５
２１８，１９３．２
―６，８６５．４
―３，４１５．１
―２，０３９．８

５１，５０６．３
２８１，６７２．４
２３０，１６６．１
―６，３３０．４
―４，２９６．１
―１，９７０．８

５５，５３１．９
３３９，７０３．２
２８４，１７１．３
―５，９４５．１
―１１，２２８．２
―１，９４４．１

６１，１４９．６
３８６，７０１．３
３２５，５５１．７
―３，８９７．６
―７，６１７．７
―２，０１７．８

７１，０５４．０
４３６，６３２．１
３６５，５７８．１
―４，５６４．０
―６，６３２．６
―２，１９６．８

資 本 ・ 金 融 収 支 ―１０，１３４．７―２１，３３９．２―１８，４７８．０―３０，７３５．７―１２，８６８．４―３１，９２３．３―３３，２６１．５
資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
ポートフォリオ投資
そ の 他 投 資

―２８０．５
―９，８５４．２
１８，２２０．７
―２５，１５３．８
―２，９２１．１

―２８８．９
―２１，０５０．３
―８，０９７．１
―１２，７２７．５

―２２５．７

―２８６．７
―１８，１９１．３
９，０４４．７

―２３，６０７．５
―３，６２８．５

―２９２．０
―３０，４４３．７
１５，６２６．２
―１６，６８５．８
―２９，３８４．１

―３１０．２
―１２，５５８．２
１９，８６７．８
―１１，９０１．９
―２０，５２４．１

―３３５．６
―３１，５８７．７
１６，５９３．０
―１３，７９１．６
―３４，３８９．１

―３５９．７
―３２，９０１．８
２４，７５７．２
―２２，５３６．０
―３５，１２３．０

調 整 項 目 ３，４９５．１ ―１，３７１．７ ―５１９．５ ３，６０１．２ ―３，１１３．１ ４，７０３．５ １，６００．８
総 合 収 支 １１，８３５．４ ―１，６０１．９ ２，２８６．５ １１，７７４．５ ２０，４３３．０ ２０，３９６．７ ２５，９９９．９
外 貨 準 備１３９，２６０．０１３９，９４２．１１４２，７２１．３１６３，１８９．５１８３，８４４．０１９３，６０１．２２０８，９１１．８

（注） ＊暫定値。
（出所） Economic Survey of Singapore 2006，および Yearbook of Statistics Singapore 2006．

２００６年 主要統計
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